指定事業者における事故発生時の報告の取扱い

熊本市障がい福祉課

１．目的

指定障害福祉サービス事業者、指定相談支援事業者、指定計画相談支援事業者、指

定障害児入所施設事業者、指定通所支援事業者、指定障害児相談支援事業者がサービス提供時に発生した事故について、「熊本市指定障害福祉サービス事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」等に基づき行う連絡の要領を明らかにすることにより、事故に対する適切な対応の確保や再発防止策の検討など、障害福祉サービスの安全と質の向上を図ることを目的とする。
２．報告方法

サービス提供時等に事故発生

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　・救護等の対応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・利用者の家族等への連絡

連絡先
1 熊本市障がい福祉課へ報告(他市町村の利用者

にまたがるトラブルのときにはそちらへも報告)
2 感染症又は食中毒の場合は保健所にも報告
３．報告の対象とする事故の範囲

① サービスの提供による、利用者のケガ又は死亡事故の発生

[注１] 「サービスの提供による」とは、送迎・通院等の間の事故も含む。

[注２] ケガの程度については、外部の医療機関で受診を要したものを原則とするが、それ以外でも家族等に連絡した方がよいと判断されるものについては、熊本市に対しても報告する。
[注３] 事業者側の過失、損害保険適用の有無は問わない。

　 （利用者の自己過失によるケガであっても[注２]に該当する場合は報告すること）

　② 食中毒及び感染症の発生
　　 食中毒及び感染症等について、サービス提供に関連して発生したと認められる場合は、熊本市へ報告する。また、保健所にも報告する。
③ 職員(従事者)の法令違反・不祥事等の発生
利用者の処遇に影響があるものについては、報告すること。

　 (例)利用者の預かり金関連、送迎時の交通事故等

　※怪我等がなくても要報告。
④ その他、報告が必要と認められる事故の発生（誤嚥、誤薬等に関すること）
　
４．連絡の手順
① 第1報は電話等により速やかに連絡するよう努める。
　　（主として重大又は異例な事故の場合）

　② 第1報後の経過については、適宜連絡を行う。
③ 事故発生後の当面の対応が済み次第、速やかに文書により事故の報告を行う。
④ 感染症又は食中毒の場合には保健所にも報告すること。
５．報告の様式
別紙の様式例「事故報告書」を参考。

また、交通事故の場合には必要に応じて現場状況図を添付する。

６．報告を受けた熊本市障がい福祉課が対応する際の留意点

① 事故の内容及び事故に対する事業所の対応状況を把握するとともに、必要に応じて事業所への助言・指導を行う。

② 文書による報告の内容が不足している場合は、追加連絡を求める。

③ 必要に応じて関係市町村と事故の内容及び事故に対する事業所の対応状況の情報
共有の連絡を図る。
７．事故報告の活用等について

市に提出された事故報告書については、とりまとめのうえ、集団指導等を通じて周知
を行い、事業所のリスクマネージメントの強化につなげる予定。

